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1. インターネットの普及、SNS の登場 
総務省（2014）の通信利用動向調査によると、日本のインターネットの利用
者数は 9,652 万人（前年比＋0.4％）、人口普及率は 79.1％（前年比＋0.4％）に
上り、インターネットは生活者に利便性、そして企業・事業者には活動基盤を
提供し、今やなくてはならない存在になりつつある。年代別の利用率状況をみ
ると 10 代後半から 40 代後半まで 9 割の利用を超えている。50 代でも 8 割、
60 代でも 6 割とやや使用率が低下するが、今後も利用率は上昇傾向が続くこと















からインターネットへのアクセスは、1999 年 NTT ドコモによる i モードが










B to C の Ecommerce（電子商取引）の市場規模は年々増加基調にあり、2011
年 8 兆 4,590 億円であったものが、2012 年には 9 兆 5,130 億円、前年比プ




世界販売台数は 2012 年 6 億 8,000 万台であったが、2013 年には 9 億 6,800
万台（昨年対比+42.3％）となった。また、タブレットの世界販売台数は 2012
年 1 億 1,600 万台であったが、2013 年には 1 億 9500 万台（昨年対比+68％）
となった 2)。また、日本のデバイス別の保有調査によると、Android 搭載の
スマートフォン 35％、インターネットに接続できる TV 30％、iphone 27％、












独自に発展してきたといえる。1999 年カナダでは Black Berry OS、2000
年イギリスでは Symbian OS が誕生したことが端を発している。その後、
2003 年にはマイクロソフト社による windows mobile、2007 年には apple
86 
社による iOS、2008 年には Google 社による Android が次々に登場する。現
在は iOS を搭載した iphone を apple 社が発売し、Android を搭載した端末
を HTC（台湾：HTC Corporation）、Xperia（日本：ソニーモバイルコミュ
ニケーションズ株式会社）、GALAXY（韓国：サムソン電子）などが発売し
ている。2013 年度の世界販売台数は 9.6 億台となり、OS 別の販売内訳をみ
ると Android 78.4%、iOS 15.6%、Microsoft 3.2%、BlackBerry 1.9%、他
0.9％の順となっている（Gartner, 2014b）。また、日本では国内販売台数の
3,218 万台のうち Android 53.7%、iOS 27.9%、Symbian 9.2%、Linux 9.1%、
他 0.2%の順となっている。世界並びに日本において、Android OS を搭載の
端末が市場の過半数を占めている。 











台数が 28,155 千台（全体の 77％）、スマートフォンが 8,508 千台（23％）

































ネットのサイトの構造が、HTML（HyperText Markup Language）から XML
（ EXtensible Markup Language）、Ajax(Asynchronous JavaScript)＋
HTML といったプログラミング言語の質的変化を挙げることができる。ここ


















1.1 Web1.0 から Web2.0 へ 
インターネットの普及に伴い、O’Reilly（2005）は Web2.0 という概念を発
表している。1990 年後半から 2000 年前半までの WEB の特徴、技術、サービ
ス、ビジネスモデルなどを総称して WEB1.0、2004 年以降のそれらを WEB2.0
として表現したのである 5)。彼が示した“meme map”によると、Web2.0 の
中核的戦略のポジショニングはプラットフォームであり、ユーザー・ポジショ




術的な特徴（a. 分類しないタグ付け、b. ユーザー評価による貢献、c. パブリッ
シングでないブログ、d. 分散ネットワーク、e. セルフサービス、f. 信頼に立

















専門的な知識（HTML や FTP など）・技術・経験が求められていた。謂わば、
一部のユーザーに限定されたインターネットであったと換言できる。この
Web1.0 の特徴は、ユーザーによる情報の検索と受信がキーワードであり、そ









般化されたのである。Web2.0 の特徴は、情報の発信と共有の 2 つがキーワード
として加わり、ウェブ自体がプラットフォームの機能性を有するようになった。
言い換えるならば、My から Our へとユーザーの態度が移行したといえる。こ
れら Web1.0 から Web2.0 へと移行したサービス事例は、Britannica Online が
90 
Wikipedia へ。Personal Websites が Blogging へ。Publishing が Participation




































とができるようになった。Potter and Boy（2007）は SNS をインターネット
上の社交場であると評し、人脈を通じて他者と繋がることができ、これをソー
シャルグラフ（Social Graph：訳、インターネット上の相関関係）と呼んでい







SNS は 2002 年米国で始まった friendster から端を発しているといわれてい
る。主に友人と繋がることができる簡単な機能であったが、若者を中心にイン
ターネット上の社交場として捉えられ、3 か月で 100 万人のユーザーが集まっ
た。2004 年 4 月に MySpace に抜かれるまでは米国最大の SNS であった。そ
の後、2008 年には 1 億 1500 万人まで急成長を遂げた。一方、News Corporation
による MySpace や Google による Orkut なども SNS に追随し、インターネッ
トにおけるソーシャルサービスが広く浸透した。前者は音楽やエンターテイメ
ント、ブログ、メールの送受信ができる機能を持っている。アカウント数は 2008
年 5 月時点で 2 億人。2000 年代後半に一時代を築いた 10)。後者はメールの送
受信機能や多様なコミュニティが、メンバー間の交流が可能となっている。ユー
ザー数は 2010 年 6 月で 1 億人に至る 11)。 
翻って、日本版の SNS は 2004 年 2 月に GREE、mixi がサービスを開始し、
2006 年 2 月にディー・エヌ・エーによるモバゲータウン（現、Mobage）が追
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随し、普及が始まったとされている（ユニゾン，2006, 88 頁）。GREE はゲー
ムの中にユーザー同士が交流できる機能を有するプラットフォームを開設し、
現在はゲームを中心としたサービスが提供されている。ユーザー数は、2004
年 3 月に 1 万人、その後通信キャリア向けのサービスを展開したことによって、
2007 年 3 月には 100 万人、2009 年 4 月には 1,000 万人、2010 年 6 月には 2,000
万人を突破する。その後、スマートフォン向けのアプリを開発、プラットフォー
ムのオープン化、さらには米国における子会社を設立し、2011 年 3 月では 2,500
万人を突破する。2014 年 3 月時点の会員数は、4,190 万人となっている。一方、
mixi は、2005 年にユーザー数が 10 万人を突破。その後、モバイルサービス、
企業が参加できるページの開設が功を奏し、2012 年 6 月時点で 1,453 千万人
にも上っている 12)。最後に、ディー・エヌ・エーは 2006 年 7 月には会員数が




アプリを開発する。その結果、ユーザー数は急速に伸び、2010 年 7 月には 2,000






スマートフォンから SNS を利用しており、内訳として 20-29 歳のユーザー
65.8％、15-19 歳のユーザー60.2％、30-39 歳のユーザー39.5％の順に高い利用
を示している。これらからは移動式端末の普及、および Teen 層や F1・M1 層
といった若い世代の利用といった 2 つの要因も日本の SNS が拡大した影響と
いうことができる。 
また、日本版 SNS が浸透すると、アメリカのサービスが輸入される。Twitter





12 月時点の世界の MAU 数は、2 億 410 万人となり、そのうち日本の MAU 数
は、2013 年 10 月時点で 2,175 千万人となっている。また、後者は実名制によ
るソーシャルグラフを用い、メッセージの送受信や画像・動画などを投稿する
ことができる。2014 年 6 月時点の世界の MAU 数は、13 億 2000 万人となり、
そのうち日本の MAU 数は 2013 年 9 月時点で 2,100 千万人となっている 13)。




































る Facebook を取り上げ、価値共創に向けた企業の事例から SNS マーケティン
グ戦略を示すものである。 
 













































トにおけるコミュニケーションを、F to F（Face to Face Communication）と




2.1 SNS マーケティング 







して、A. ブランディング／ブランド・マネジメント、B. 広報活動、C. プロモー
ション、D. 顧客サポート・顧客理解促進を挙げている。 
次に、SNS マーケティング領域における先行研究を俯瞰すると、以下の 4 つ
の視点から整理することができる。①企業視点（Business View）には、①A. コ
ミュニケーション研究、①B. コミュニケーション・マネジメント研究。②ユー





















次に、facenavi（2012）は SNS における日本語 Facebook ページエンゲージ
メントを調査している。Facebook における企業のポスト属性を調べた結果、
最も多いものはリンク 100,251 件、次いで写真 59,434 件、ステータス 35,571
件、動画 8,547 件、質問 658 件、クーポン 58 件の順であるとしている。これ
らのものに対して、ユーザーの行動反応結果を調査した結果、平均いいね！数









































増加させることができる。eMarketer（2013、2014a）によると、世界の B to C
市場における Ecommerce の取引金額は、2012 年に初めて 100 兆円を突破し、
2013 年には 123 兆円、2014 年には 147 兆円へと増加基調を示している。また、




2012 年には 2 兆 4,780 億円、2013 年には 4 兆 2,130 億円、2014 年には 5 兆
7,790 億円と増加基調を示している。同様に 2017 年には 11 兆 4,500 億円と予
測している（eMarketer, 2014b）。一方、日本における国内 Ecommerce の取引
金額は、2012 年には 9 兆 5,130 億円、2013 年には 11 兆 1,660 億円となり 10
兆円を突破した。世界の上昇基調と同様な結果を示している（経済産業省，2014）。
また、日本のスマートフォン端末からの Mcommerce の取引金額は、2012 年に
は 8,450 億円となり、2013 年には 1 兆 3,469 億円と 1 兆円を突破した。そして







































横山（2011）によるトリプルメディアというワードは、2009 年 Leberecht, 
Tim 氏が CNET で発表したことが端を発していると指摘している。これによる
とトリプルメディアは広告主が購入できるメディアを Paid Media（買うメディ
ア）、所有できるメディアを Owned Media（所有するメディア）、評判・信頼











のとして、本田・池田（2012）は Shared を Paid、Earned、Owned に追加し
た 4 つの類型の先行研究、そして、Edelman and Brian（2010）の Hijacked、






























2011 年 12 月から 2012 年 3 月までにスターバックス社がアメリカの Facebook








他の類似した先行研究として、Barker and Ota（2008）は mixi の日本人ユー
ザーと Facebook のアメリカ人ユーザーを対象に調査をしている。その結果、





















































































ている。個別の SNS を扱った研究として、（マクロミル，2012, 25 頁）がある。
Facebook における製品・サービスのポジティブな e クチコミを見たことによ
る実購入経験は全体の 3 割、ネガティブな e クチコミを見たことによる購入中












最後に、他の eWOM の関連研究として、eWOM を生起させる主体別に、以











































































メント、面白ネタから友人の近況、B to C から B into C の 5 点も列挙してい













いったカテゴリーに対応させる Community Web モデルを提唱している。 
 


























































イト定員による最適な SNS の利用体制を構築することが必要である。 
 
ユーザー側（User Side）の問題点 
ユーザー側の問題点は、以下の 2 つを列挙できる。 
ユーザーの問題点①として、IT リテラシーを挙げることができる（大








ると 2013 年下半期において、SNS などを通じて性犯罪などの被害に遭った 18























プラットフォームを提供する事業者側の問題点は、以下の 1 点を列挙できる。 
SNS のサービスを提供する事業者の問題点は、情報操作を挙げることができ








































ナリティクス戦略の 3 つを事例を通して考察していく。 
 
3. Facebook のマーケティング・ツールとしての有効性 
3.1 プラットフォームとしての Facebook の魅力 






の拡充もなされた。その結果、2009 年には世界最大の SNS であった Myspace
をユーザー数で抜き、世界で最も利用されている SNS へと飛躍した。2014 年
6 月末の世界の MAU 数は 13 億 1,700 万人（昨年対比＋14％）である。そのう
ち日本国内の MAU は約 2,100 万人となり、最も利用している性別・年代は、
20 代・女性が 420 万人、20 代・男性が約 360 万人、30 代・女性と 30 代・男
性が共に約 300 万人となっている（ソーシャルメディアマーケティングラボ，
2014）。サービスは日本語のみならず中国語、ドイツ語、イタリア語、ポルト
ガル語など 69 言語（2014 年 8 月時点）で展開されている。また、世界で 8 億
7,400 万人がモバイルからアクセスし、7 億 2,700 万人が毎日サービスを利用
している（2013 年 9 月時点）。2012 年 4 月には、撮影した写真を編集・共有
できるアプリケーションソフトウェアである Instagramを約10億ドルで買収。
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続いて、2014 年 2 月にはスマートフォン向けのメッセージング・サービスで





























































































と、企業のいいね！数の上位 300 ページのランキング調査によると、1 位の企
業は無印良品 902,537 人、2 位は Uniqlo 880,384 人、3 位は au 833,078 人と






































株式会社ファミリーマート（以下、フ社）は、2011 年 11 月 1 日から 21 日
まで、「フェイスブック 第 2 回みんなで作るおむすび選手権」のタイトルで、
ユーザーからおむすびの新しい具材のアイデアを募集し、商品化をする価値共
創を実施した（図 1）。実施期間中には 1,000 件以上のアイデアが寄せられ、1
次審査で通過した 30 種類が選抜された。その後、30 のアイデアから人気投票
が行われ、第 1 位「なめたけマヨおむすび」。第 2 位「焦がしネギマヨおかか
おむすび」。第 3 位「焼きカレーおむすび」。特別賞「鮭バターおむすび」の 4
つが決定。2012 年 2 月 14 日から 2 種類、28 日から 2 種類を順次、全国のファ








みんなで作るおむすび選手権 2011 年 11 月 19 日投稿内容、
https://www.facebook.com/familymart.japan/info（2014 年 9 月 3 日） 
 
 
図 2：ファミリーマート みんなで作るおむすび選手権  
商品紹介ポスター、2012 年 2 月 7 日プレスリリース 
120 
事例 2 サッポロビール株式会社 
サッポロビール株式会社（以下、サ社）は、2012 年 8 月 11 日に Facebook
ページに「百人ビール・ラボ」を開設し、ユーザーとの商品開発を実施した（図

























百人ビール・ラボ 2013 年 10 月 31 日投稿内容  















3.3 総合的 O2O 戦略 
Facebook のマーケティング戦略の一つとして、販売促進として位置づけら































2012 年 8 月 7 日から 13 日まで、からあげクンの L チキの半額クーポンを
Facebook で配信（図 6）。ユーザーがクーポンを取得すると、当該ユーザーお
よび友達のつながっているタイムラインにも表示されるため、ユーザーの友達
へ e クチコミとしても発信される。その結果、総リーチ数は 785 万人、いいね！
数は 5,651、シェア数は 2,061、コメント数は 441 を記録した。結果、クーポ












図 6：ローソンホームページ キャンペーンページ、L チキ半額クーポン画面、 
http://www.lawson.co.jp/campaign/static/fb-coupon/pc/index.html 




























































事例 1 楽天 edy 株式会社 
楽天 edy 株式会社（以下、楽社）は、2014 年 1 月に楽天株式会社の 100％
子会社となっている。歴史をさかのぼると、1999 年 2 月イーエムオペレーショ
128 
ンズが設立され、電子マネーの実証実験が始まる。2001 年 1 月にビットワレッ
ト株式会社が設立され、2000 年 2 月に Edy!がスタート。当時の発行枚数 1 万
枚、利用可能店舗数 40 店舗、自動販売機 125 台となっている。2004 年には利
用可能店舗数が 1 万店舗、2005 年 12 月には年間利用件数が 1 億件を突破。2010
年 1 月には楽天株式会社と資本提携により、楽天グループへ入る。2012 年 6
月には楽天 Edy へ商号・サービス名を変更し、現在へ至っている。楽社は株式















図 7：Salesforce.com HP、Radian6 Social Marketing Cloud サービス画面、 
http://www.exacttarget.com/products/social-media-marketing/radian6 
（2014 年 9 月 13 日） 
 
事例 2 ネスレ日本株式会社 








2012 年にはネスカフェアンバサダーを展開し、2013 年に創業 100 周年を迎え
る（図 8）。ネ社はソーシャルメディアにおける自社商品のクチコミ情報を収集








メッセージを送信している。これらのように企業の担当者による One to One
形式から、特定のユーザーに対するプロモーション活動を展開し、売上拡大を
目指しているものである（日経 MJ, 2014）。 
 
 
図 8：ネスレジャパン フェイスブックページ、基本データ画面 







































































購買 総合的 O2O 二重効果（垂直効果：来店促進、水平効果：eWOM）を獲得 





















課題点②として、SNS は今後も進化し続けるため、企業が取り得る SNS マー




































 NTT データ経営研究所（2011）8-23 頁参照。現在の通信キャリア各社が使用し
ている 4G とは、サービス名としての利用であり、高速無線通信としては 3.9 世
代に該当する（2014 年 9 月現在）。 
 2013 年 OS 別のスマートフォン販売シェアは、サムスン 31％、アップル 15％、










て LOT（Internet Of Things）とも呼ばれ、スマートフォンからの利用が今後増
えていくと予想できる。 
 Web2.0 の語源は、2004 年米国オライリー・メディア社のデール・ドゥラティ氏
が Media Live 社と共同で開催する会議に向けて、ブレインストーミングからで
てきたワードであるが、2005 年ティム・オライリー氏が「What is Web 2.0」を
発表したことにより、社会的な認知がなされたとされている。 
 米国では UGC（User Generated Contents）と呼ばれる。ユーザーがコンテンツ
を制作することは CGC（Consumer Generated Content：訳、ユーザー生成コン
テンツ）という。 
 AMA（2014）CGM の dictionary の訳。原文は以下の通り。Refers to posts made 
by consumers to support or oppose products, web sites, or companies, which 
are very powerful when it comes to company image. It can reach a large 
audience and, therefore, may change your business overnight. 
 インターネットメディア上でユーザーが既知である家族や友人と行うものは、e
クチコミではなく、クチコミとして分類している。 
 Google社の Brad Fitzpatrick（2007）によると、ソーシャルグラフは Public nodes, 
Private nodes, Public edges, and Private edges から構成されているとしている。
このノードとエッジとは、前者が個人・組織のユーザー、後者をつながりである
関係性としている。 
 その後、MySpace は Facebook が登場し、人気を奪われ衰退した。 
 Orkut は 2014 年 9 月サービスを停止。 
 2014 年 7 月時点で、GREE と mixi は MAU（Monthly Active Users：訳、月間
ユニークユーザー）数を公表していない。そのため前者は決算資料より全サービ
スの登録者数。また、後者は 2012 年 6 月を最後に公表した MAU 数を記載して
いる。 
 Twitter、Facebook の世界 MAU 数は IR 資料より引用。なお、日本国内の MAU
136 
数値は、ソーシャルメディアマーケティングラボ調査データ（2014）より引用。 
 同類語として、RAM（Radical Access Member：訳、情報の発信者）がある。 




 日本では IMC2.0 といったワードが登場しているが、明確な定義は示されていな
い。アメリカの文献には同様の単語はなく、Web2.0 における IMC とあるため、
こちらを表記した。 
 Kaixin（中国語名：开心网）は、中国北京開心信息技術有限公司が運営している、
中国国内大手第 2 位の SNS サービス。デザインや内容は Facebook に酷似してい
る。なお、URL は http://www.kaixin001.com/（2014 年 9 月現在）。 
 同類語としてインフルエンサー、オピニオンリーダーがある。 
















 登録しているブランドや企業の平均いいね！数は 62 となっている。 
 エンゲージメントの定義はいくつか提起されているが、本稿ではユーザーのブラ
ンドや企業の投稿に対する行動的反応効果として捉えている。 
 シャーリーン・リー（2011）はエンゲージメントを 5 つの階層に区分し、最下部
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